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アメリカ合衆国 

国の概要 

面積 9,833,517 km²（外務省アメリカ合衆国基礎データ） 

人口 3 億 4,011 万人（2024 年 7 月 米国国勢局） 

首都 ワシントン D.C. 

教育行政組織  

 国 連邦政府（教育に関する権限は州に委譲） 

 地方 州（50 州と特別区）と学区（13,318 学区。2022 年） 

教育課程基準 

公立学校で指導されるカリキュラムについては，ほとんどの州は学区（学区

教育委員会）に権限があることが州の法令によって規定されている。州は州

法の中で教えるべき教科目や，場合によっては指導すべきテーマや項目を法

令において明示している。さらに，近年は，全ての州がカリキュラム基準を

定めている。一部の州を除き，この基準は学区のカリキュラム開発において

「推奨」されるカリキュラムのモデルとしての位置づけである。ただし，ハ

イスクール段階については，卒業要件として履修すべき教科と履修量を州が

決定している。概ね合計で 20 単位（カーネギー単位。1 カーネギー単位は 1
年間に 1 時間の授業を 120 回受講が必要）以上の取得が求められている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

州によっては州教育法等の法令上の規定として教科書を定義している場合

がある。このような定義においては，教科書を「教材（instructional materials）」
の一部として位置付けている場合のほか，デジタル教材や教室用キットなど

関連するものを含む包括的な概念として規定されている場合もある。近年の

デジタル教材の普及を背景として，印刷物以外の媒体についても教科書の在

り方として認めることを定めていることが少なくない。 

 発行主体 

教科書は自由発行であり，いずれの教科書も民間の出版社が発行元となって

いる。教科書をはじめとする初等中等教育分野の出版社は 33 社，このほか

教育一般に関する出版物を扱う出版社が 310 社ある（2012 年）。高等教育を

含む教科書の売り上げの多くは engage Learning，Houghton Mifflin Harcourt，
McGraw-Hill Education，Pearson Education，Scholastic の 5 社で占めている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

教科書検定制度はない。国定教科書制度もない。公立学校の教科書は通常，

出版会社が教科書用として出版する書籍の中から，教科書として承認された

ものが使用される。 

 
採択・選定など

の制度 

教科書の承認は州が行う場合と，学区が行う場合に大別される。前者はアラ

バマ州やフロリダ州，ジョージア州など 19 州とワシントン D.C.，後者には

アラスカ州やアリゾナ州，アーカンソー州など 33 州がある（カリフォルニ

ア州とハワイ州は双方にカウント）。州が承認する場合は，通常，州教育委員

会あるいは州から任命された専門家から構成される審査委員会が，教科書選

定・承認のサイクル（5～7 年）に従って，出版社から提出された図書を審査

し，認否を決定。承認した教科書についてはリスト化して，公表され，学区

は原則としてリスト掲載教科書の中から教科書を採択する。州によっては，

学区がリスト外から教科書を採択することを認めている。教科書に関する権

限が学区にある場合も専門委員会が組織され，費用やカリキュラムとの整合

性などを勘案しながら教科書の承認・採択が行われる。 
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 使用義務の有無 

州によっては法令により使用義務を課している場合もあるが，多くの州

では法的使用義務はない。しかしながら，教科書はカリキュラムと考え

られており，教科書に依拠した指導が行われるのが一般的。また，付随す

るキット教材や教師が複写して利用できるサプリメント教材も用意され

ているほか，近年は，多様なメディアを用意し，関連先とのリンクを活用

したり，デジタル教科書・教材の活用を図ったりと，教科書の在り方と活

用に対する考え方も変わってきている。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 厚い，重い，判も大きく，写真・図表等もカラフル，生徒はロッカーで保管。 

デジタル教科書の状況 

州の法令において教科書や教材に関する定義や言及されている場合，通常，

印刷物以外の形態のものが含まれるように規定されているように，デジタル

教科書の導入に向けた法令上の整備が進められている。調査によると，2015
年時点で 24 州が教科書の中にデジタル教科書を含む定義を，15 州が教科書

を含めたデジタル教材に関する定義を法令や政策文書等で定めている。 
小学校からハイスクールまでの教師を対象に 2024 年に実施された調査によ

ると，児童生徒に印刷教科書とデジタル教科書の双方を使わせていた教師は

6 割，印刷教科書のみは 19％，デジタル教科書のみは 21％であった。 

 


